
1

＜本年度の検討事項＞

北海道ブロックの災害廃棄物処理
に関する検討の状況

資料４

ア）エリアごとの課題、対応策 →資料2
※エリア分科会の開催状況として報告

イ）「５年後までのロードマップ」の
進捗状況、課題の抽出、課題解決の検討

ウ）日本海溝千島海溝周辺海溝型地震における
災害廃棄物発生量の推計、処理能力との比較検討

エ）産業廃棄物最終処分場の能力計算
※データ整理中（2/4現在）

オ）ブロック行動計画の修正 →資料5
・ウ､エの結果に基づく該当部分の修正
・近年の大規模災害での廃棄物処理状況の知見より反映できる事項の検討
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＜経緯＞
 令和２年度に、北海道ブロックにおける計画策定状況、

人材育成、相互連携、適切な協議会構成員とその役割
などについて、平時の備えや発災時の対応力強化の観
点から、協議会が目指すべき５年後のビジョンと、そ
の達成に向けたロードマップ案を作成した。

 令和３年度を１年目として、５年後のビジョンとロー
ドマップ案の見直しを行いながら各種検討等を実施。

①５年後までのロードマップの
進捗状況、課題及び解決策

今年度事業結果に基づく進捗状況を報告するとともに、
ロードマップの達成に向けての課題及び解決策の検討結
果を示す。
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令和４年度末時点の５年後のビジョンは下記のとおりである。

現状： 平成29年3月に北海道ブロック行動計画(第1版)策定。近年の災害
に伴う廃棄物処理の課題や知見、北海道の被害想定の見直し状況
等をふまえた改定が望ましい。
道内の市町村災害廃棄物処理計画の策定率は2021年1月時点で
13%(23/179)。小規模自治体が多くマンパワー不足等が課題。

現状： 協議会構成員を対象としたもののほか、計画策定モデル事業を含
め、人材育成事業として振興局単位で市町村・振興局職員向けに座
学・ワークショップを実施。

方針： 北海道ブロック行動計画の点検・見直しを行い、実効性向上を図
る。
2025年度までに市町村の災害廃棄物処理計画策定率60%、日本海
溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域の策定率70％を目
標とする。各地域で人材育成と合わせた支援を行い、計画策定を
促進する。

方針： 各地域で人材育成を継続的に実施できる体制を構築し、全道におけ
る意識向上や基礎的事項の理解促進を図る。人事異動等を考慮し、
高度な内容にシフトしていくのではなく、基礎的内容を継続して行
う体制を構築する。そのうえで、協議会構成員を対象にレベルアッ
プした内容を試行的に行う。

現状： ブロック協議会やモデル事業において、関係者間の意見交換、情
報共有等を実施。ブロック協議会では、相互連携・広域連携のた
めの各種検討を実施。災害時の地域内及び道内広域連携のため
の、ハード・ソフト面のリスクポイントを把握し、具体的な対応
策を検討・促進することが望ましい。

現状： 平成27年度より学識経験者、地方自治体、民間団体、国関係機関よ
り構成される北海道ブロック協議会を設置し、大規模災害時の廃棄
物対策に関する情報共有や広域連携に関する検討等を実施。各地域
で災害廃棄物処理対策を促進できる体制に合わせた協議会等の運営
が必要。

方針： 災害廃棄物処理に関わる関係者が、被災状況に応じて、各地域で
及び全道で、速やかに連携できる体制を平時から構築する。地域
内処理・道内広域処理における現状の課題をふまえた対応策を促
進する。

方針： ハード（災害廃棄物発生量等定量的数値）、ソフト（協定締結状況
等）の両面での現状把握を行い、対応策を検討し実施する。

人 材 育 成計 画 策 定

協議会構成員 と 役割相 互 連 携

赤字：令和４年度改定部分

５年後のビジョン

令和４年度末時点

○ 5年後のビジョン

※令和４年度は、ロードマップに「5年目終了時点で推進地域の策定率70%を目標」とな
るよう、3年目以降の目標を追記し、第16回協議会において承認を得た。
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北海道ブロック 市町村災害廃棄物

行動計画 処理計画

１年目

（R3）

〇行動計画の点検・見直

し、検討項目抽出

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：20％、36市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●ワークショップ（協議会構

成員等）※図上演習の要素を

取り入れる

〇相互連携のための定量的検

討等の項目抽出

〇相互連携のための方策検討

〇他ブロック協議会構成員、

役割、会議運営に関する情報

収集・整理

〇道内での会議運営に関する

情報収集・整理

２年目

（R4）

〇行動計画見直しのための

検討等

〇行動計画第２版（案）作

成

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：30％、54市町

村）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

〇相互連携のための方策検討

〇北海道ブロックの協議会構

成員、役割、会議運営に関す

る検討

３年目

（R5）
〇行動計画第２版策定

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：40％、72市町

村。推進地域50%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

〇相互連携のための定量的検

討等の実施

●相互連携のための方策促進

〇新たな構成員、役割による

協議会運営（必要に応じて見

直し）

４年目

（R6）
●行動計画の実施

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：50％、90市町

村。推進地域60%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

５年目

（R7）

※上記を継続（必要に応じ

て見直し）

●市町村の計画作成の促進

（策定率目標：60％、107市

町村。推進地域70%）

●座学、ワークショップ等に

よる基礎知識習得（各地域）

●対応型図上演習（協議会構

成員等）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

※上記を継続（必要に応じて

見直し）

備考

・行動計画には、相互連

携、協議会構成員と役割の

検討結果を反映する

・人材育成事業と合わせた計

画作成を推進する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・３年目以降は、新たな協議

会等運営体制により実施する

・相互連携に関わる関係者の

参加を推進する

・人材育成、協議会等の運営

と合わせて相互連携体制を強

化する

・計画策定、人材育成、相互

連携を道全体（各地域）で進

めるための体制等を検討し、

協議会等を運営する

相互連携 協議会構成員と役割

〇北海道ブロック協議会

●北海道ブロック協議会、道、市町村

推進地域：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域

計画策定 人材育成

学習段階初期 学習段階中～後期

ロードマップ

赤字：改定部分
今年度

○ ロードマップ
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計画策定（市町村災害廃棄物処理計画）
○ 計画策定・改定WG

●令和6年度の進捗状況：
令和6年度は9自治体を対象に開催。（平成29年度以降、延べ293自治体を対象）
このうち4自治体が令和6年度中の災害廃棄物処理計画の策定・改定を予定。
来年度も引き続き市町村の計画策定・改定支援の取組を予定。

●課題：
①専門的な情報や知識の不足
②職員や時間の確保
③関係者との調整（関係部局等）
④仮置場の選定に苦慮

●解決策：
①災害廃棄物処理計画に関する基礎知識の提供
②ワークシート、計算エクセル等のツール提供（北海道地方環境事務所HP）
③共同処理している場合の自治体間整合等の情報提供
④仮置場の選定事例、仮置場WG成果の共有
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○ 仮置場WG

●令和6年度の進捗状況：
9市町村及び（総合）振興局2局、一部事務組合1団体、民間事業者1団体をメンバー
として開催。

仮置場の設置・運営について各自治体の状況を踏まえて候補地選定に係る課題を
抽出し、解決の方策について意見交換を行った。
本年度WGの成果についてはエリア分科会等で周知を図る。仮置場の選定に苦慮
している自治体は多いことから、来年度も引き続きWGの設置を予定。

●課題：
①仮置場候補地が他用途（ヘリポート、仮設住宅等）として使用される場合がある
②災害リスク対応
③インフラ設備
④仮置場候補地の指定と周知、生活空間との隔離

●解決策：
本WGで挙げられた以下の解決策について周知を図る。
①危機管理部局との情報共有・調整、緊急時の土地利用の事前把握・調整
②予め複数候補地を選定（災害の種類・規模に応じて）
気象予警報による事前検討

③電気・水道等が整備されているところを事前検討で選定
北海道-北海道電力の連携協定の活用

④公有地にフェンス仮囲いと施錠、必要資材に関して事前の把握
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人材育成
○ 人材育成事業（ブロック協議会後、エリア分科会後）

●令和6年度の進捗状況：
・ブロック協議会開催後に、協議会出席者等を対象としたワークショップを開催
（対面・オンライン併催）（2回）

・エリア分科会開催後にワークショップ、災害廃棄物基礎講座を開催
（対面・オンライン併催） （各エリア1回 計4回）

参加者における災害廃棄物処理への理解に貢献。多数参加者が今後の災害廃棄
物対応に役に立つと評価。

来年度も引き続きブロック協議会後、エリア分科会後の人材育成事業の実施を予
定。

●課題：
①幅広い参加者の経験年数、知識への対応

●解決策：
①学習段階中～後期の関係者を対象とした人材育成プログラムの検討

（ブロック協議会構成員を対象とした図上演習等）
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○ 仮置場設置訓練

●令和6年度の進捗状況：
2回の訓練（帯広会場：水害を想定、日高会場：津波を伴う地震災害を想定）を開催。

参加者は、仮置場レイアウトの検討や、仮置場設置・運営を疑似体験。仮置場レイア
ウトの検討、資機材の事前準備、役割分担の必要性について参加者の認識が向上。
来年度も引き続き開催を予定。

●課題：
①参加者の理解を深める訓練実施方法の検討
②より実践的な訓練内容の検討

●解決策：
アンケートや仮置場WGにおける意見交換結果を参考に、訓練内容、実施方法を検討
する。
①事前ワーク・事後ワーク
レイアウト検討・訓練結果への評価、改善点等のフィードバック 等

②仮置場設置までの訓練
より具体的な対応の訓練：日報の作成、簡易計量器・ドローン等の利用方法、
苦情対応、住民周知 等
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○ 災害廃棄物処理セミナーの開催

●令和6年度の進捗状況：
セミナーを1回開催。自治体職員59名、民間事業者36名が参加。
事前準備や計画策定、協定締結の必要性について認識を共有。
来年度も引き続き開催を予定。

●課題：
①参加者の経験、知識や立場の違いによる多様な要望への対応
（災害時の具体的な対応等の事例、総務・経理関係、協定締結等）

●解決策：
①本年度セミナーのアンケート結果を参考として、来年度以降のセミナー等のテー
マについて検討。
参加者の経験・知識、立場別の要望に関する意見を収集。
（協議会、来年度のエリア分科会等）
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相互連携
○ 連携強化WG

●令和6年度の進捗状況：
（総合）振興局4局、8市町村、一部事務組合2団体、民間事業者2団体をメンバーと
して開催。

各団体の立場から、連携に係る平時の調整・確認における課題を抽出し、解決の方
策について意見交換を実施。
本年度WGの成果についてはエリア分科会等で周知を図る。平時の調整・確認以外
にも多岐にわたる課題が抽出されており、来年度も引き続きWGの設置を予定。

●課題：
①自治体として協定を締結したいが、相手先、窓口や締結の進め方が分からない
②発災時に自治体が業者に依頼したい内容、処理施設（自治体、組合、事業者等）
において対応可能な内容の整理

●解決策：
①協定締結に関する説明会等による情報提供
②災害廃棄物処理計画策定に向けて、推計方法についての情報提供や計算エク
セル等の周知
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②災害廃棄物発生量の見直し
○ 概要

 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の災害廃棄物発生量は、日本海
溝地震と千島海溝地震のうち建物の被害想定の大きい方を市町村別
に採用し、振興局、エリア、全道で集計。

 今年度は、日本海溝地震と千島海溝地震に分けて、それぞれについ
て災害廃棄物発生量を推計した。

 推計方法は、昨年度と同様に災害廃棄物対策指針（技術資料14-2）
に基づく。

 推計に用いる被害想定結果は、北海道庁よりご提供頂いた。

12出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-2】

○ 推計方法

災害廃棄物全体量推計式

Ｙ ＝ Ｙ1 ＋ Ｙ２

Ｙ： 災害廃棄物全体量（トン）

Ｙ1： 建物解体に伴い発生する災害廃棄物量（トン）

Ｙ２： 建物解体以外に発生する災害廃棄物量（トン）

Ｙ1 ＝ （Ｘ１ ＋ Ｘ２） × ａ × ｂ１ ＋ （Ｘ３ ＋ Ｘ４） × ａ × ｂ２

Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４：被災棟数（棟）

添え字 1：住家全壊 2：非住家全壊 3：住家半壊 4：非住家半壊

ａ ：災害廃棄物発生原単位（ｔ/棟）

ａ ＝ Ａ１ × ａ１ × ｒ１ ＋ Ａ２ × ａ２ × ｒ２

Ａ１： 木造床面積（ｍ2/棟） Ａ２： 非木造床面積（ｍ2/棟）

ａ１： 木造建物発生原単位（トン/ｍ2） ａ２： 非木造建物発生原単位（トン/ｍ2）

ｒ１： 解体棟数の構造内訳（木造）（－） ｒ２： 解体棟数の構造内訳（非木造）（－）

ｂ１： 全壊建物解体率（－） ｂ２： 半壊建物解体率（－）※

Ｙ2 ＝ （Ｘ１ ＋ Ｘ２） × ＣＰ

ＣＰ： 片付けごみ及び公物等量発生原単位（トン/棟）
※市町村が半壊建物の解体廃棄物を処理しない場合は半壊建物解体率をゼロに設定するなど実態に合わせて半壊建物解体率を修正することとする。



13出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-2】一部編集

災害廃棄物全体量の推計に用いる各係数

項目 細目 記号 単位
地震

（揺れ）

地震

（津波）
水害

土砂

災害

建物発生
原単位

木造建物 ａ１
ｔ/㎡

0.5

非木造建物 ａ２ 1.2

延べ
床面積

木造建物 Ａ１

㎡/棟
市町村ごとあるいは都道府県ごとに固
定資産の価格等の概要調書（総務省）
より入手

非木造建物 Ａ２

解体棟数

の木造、
非木造の

内訳

木造：非木
造

r1：r2 －

・都道府県ごとの設定値を参考とするこ
とが可能。

・地域防災計画に示される被害想定の

結果を用い災害廃棄物量を推計する
場合、被害想定結果には建物構造別
に被害量が算定されているケースもあ

るため、その値を用いることが可能。

建物

解体率

全壊 ｂ１ － 0.75 1.00 0.5

半壊※ ｂ２ －
0.25

（0）

0.25

（0）

0.1

（0）

片付けごみ

を含む公物
等量

全壊棟数 ＣＰ ｔ/棟 53.5 82.5 30.3 164

※市町村が半壊建物の解体廃棄物を処理しない場合は半壊建物解体率をゼロに設定するなど実態に合わせて半壊建物解体率を修正することとする。
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津波堆積物推計式

津波堆積物の発生量の推計に用いる各係数

平成28年熊本地震東日本大震災

15.3%5%柱角材

5.4%17%可燃物

30.0%30不燃物

48.5%41%コンクリートがら

0.8%3%金属くず

-4%その他

100%100%合計

災害廃棄物の組成

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-2】

Ｙ ＝ Ａ × ｈ

Ｙ ： 津波堆積物の発生量（トン）

Ａ ： 津波浸水面積（ｍ２）

ｈ ： 津波堆積物の発生原単位（トン/ｍ２）

宮城県＋岩手県岩手県宮城県

941万トン145万トン796万トン東日本大震災の津波堆積物の選別後の処理量

385km258km2327km2津波浸水面積

0.024トン/m20.025トン/m20.024トン/m2ｈ：発生原単位（津波浸水範囲当たりの処理量）

出典１：「宮城県災害廃棄物処理実行計画（最終版）」（宮城県、2013.4）
２：「岩手県災害廃棄物処理詳細計画（第二次改定版）」（岩手県、2013.5）
３：「津波による浸水範囲の面積（概略値）について（第５報）」（国土地理院）
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○ 推計結果

道東道北道南道央北海道総計想定災害

22,2301515,71018,35956,314
日本海溝・
千島海溝沿いの
巨大地震

564015,71017,95634,230
日本海溝沿いの
巨大地震

22,2001504,39026,605
千島海溝沿いの
巨大地震

●災害廃棄物全体量
（単位：千t）

※四捨五入により、表中の数字と合計が合わない場合がある。
※日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による災害廃棄物発生量についても、最新（令

和5年度）の各市町村の延べ床面積（木造、非木造別）及び津波浸水面積により更新
した。

16

合計
津波

堆積物
その他金属くず

コンクリート
がら

不燃物可燃物柱角材

34,23010,0749647249,9087,2474,1001,213北海道総計

00000000空知総合振興局

00000000石狩振興局

00000000後志総合振興局

14,0445,1633552663,6412,6641,509444胆振総合振興局

3,9121,7128866902660374110日高振興局

15,6772,7055183895,3203,8922,204650渡島総合振興局

33000.316101.85.1檜山振興局

00000000上川総合振興局

00000000留萌振興局

00000000宗谷総合振興局

00000000オホーツク総合振興局

5644952.82.12921123.5十勝総合振興局

00000000釧路総合振興局

00000000根室振興局

●種類別・振興局別災害廃棄物発生量
○日本海溝沿いの巨大地震

（単位：千t）

※四捨五入により、表中の数字と合計が合わない場合がある。
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合計
津波

堆積物
その他金属くず

コンクリート
がら

不燃物可燃物柱角材

26,60514,5184653524,9913,6262,000653北海道総計

30000.2159.01.64.6空知総合振興局

18000.18.75.41.02.8石狩振興局

00000000後志総合振興局

1,6651,28187.31721154339胆振総合振興局

2,6771,234584359243324572日高振興局

00000000渡島総合振興局

00000000檜山振興局

15000.17.34.50.82.3上川総合振興局

00000000留萌振興局

00000000宗谷総合振興局

77000.637234.112オホーツク総合振興局

3,8753,34017142271617937十勝総合振興局

14,7235,9393502633,6032,6351,490442釧路総合振興局

3,5262,724322432924113541根室振興局

○千島海溝沿いの巨大地震
（単位：千t）

※四捨五入により、表中の数字と合計が合わない場合がある。
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③処理可能量の見直し
○ 概要

 産業廃棄物最終処分場の処理可能量は、災害廃棄物対策指針（技術
資料14-4）に基づき、年間埋立処分量の分担率を設定して推計。

 推計対象は管理型のみとし、令和元年度の公表データ（北海道産業
廃棄物処理状況調査結果の地域別最終処分量）をもとに推計。

 今年度は、これに加えて、残余容量を考慮して分担率を減少させて
計算しなおす。施設ごとの残余容量等のデータを整理中。

※処理期間は2.7年とする。

試算シナリオの設定（産業廃棄物処理施設）

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-4】

高位シナリオ中位シナリオ低位シナリオ

最大で40%最大で20%最大で10%
年間処理量

（または年間埋立処分量）
の実績に対する分担率
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○ 推計方法案（１）

 処理可能量の推計では、分担率を一律に掛け合わせた場合、残余容
量以上の埋立処分量を見込むことが懸念される。

 施設ごとの残余容量を考慮することで、現状よりも実態を反映する
ことができる。

公称能力を最大限活用することを前提とした場合の災害廃棄物等の処理可能量

出典：災害廃棄物対策指針 技術資料【技14-4】

＜推計方法案１＞
10年後残余容量を処理可能量とする（一般廃棄物最終処分場に同じ）

＜推計方法案２＞
10年後に残余容量がある施設を対象として、年間埋立処分量に分担率40%を掛け合

わせる

処理可能量（埋立処分可能量）の定義対象

処理可能量 ＝ 公称能力 － 通常時の処理量焼却（溶融）処理施設

埋立処分可能量 ＝ 残余容量 － 年間埋立量×10 年※最終処分場

※ 残余年数を10 年残すことを前提として設定

20

○推計方法案（２）

 産業廃棄物処分施設の許可には期限がある。このため、一律で10年
後の残余容量を処理可能量とすることは、施設ごとの実態とあわな
いことも考えられる。

 施設毎の許可期限を考慮し、以下の方法等による推計を検討する。

＜推計方法案３＞
許可期限時点の残余容量を処理可能量とする

＜推計方法案４＞
許可期限時点で残余容量がある施設を対象として、年間埋立処分量に分担率40%を

掛け合わせる

まずは上記推計方法案１～４による推計を行い、結果を比較評価したうえで、必要
に応じて追加の推計等を検討する。
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○ 災害廃棄物発生量と処理可能量との比較イメージ

※昨年度推計した処理可能量との比較結果
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北
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道
計

検討項目想定災害

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○焼却月寒背斜に関連
する断層

○○○○○○△○○○○○○○○✕○○○最終処分

✕✕○○✕○○○○○✕✕✕✕○○○✕✕焼却日本海溝・千島
海溝沿いの巨大
地震 ✕✕✕○✕○△○○○✕✕✕✕○○○✕✕最終処分

○○○○○○○○○○✕✕✕✕○○○✕✕焼却日本海溝沿いの
巨大地震

○○○○○○△○○○✕✕✕✕○○○✕✕最終処分

✕✕○○✕○○○○○○○✕○○○○○✕焼却千島海溝沿いの
巨大地震

✕✕✕○✕○△○○○○○✕○○○○○✕最終処分

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○焼却
水害シナリオ

○○○○○○✕○○○○○○○○○○○○最終処分


